教職員の負担軽減を求めることに関する項目
　 府教育委員会では、平成26年４月25日に「学校組織運営に関する指針」を改訂し、職員会議や主任等の校内人事について、校長・准校長の権限を実質的に制限することのないよう明確に示すとともに、教育長通達により、校内に存在する全ての内規について、法律や条例等に違反していないか、合法性と適切さを点検し、必要に応じて改定するよう指示しました。

 また、平成26年６月27日付、文部科学省通知「校内人事の決定及び職員会議に係る学校内の規程等の状況について」により、校内人事の決定及び職員会議の運用が法令に沿って適切に行われるよう指導事項が示されたところ。

 今後も、校長・准校長の自らの権限と責任のもと、適切な学校経営が推進されるよう、校長・准校長をサポートしていく。
授業アンケートを活用した評価育成システムによる給与反映に関する項目
　大阪府立学校条例で、教員の授業に関する評価は生徒又は保護者による授業に関する評価を踏まえて行うものと規定されたことを受け、「教職員の評価・育成システム」について必要な改定を行ったところ。

改定に当たって、生徒又は保護者による授業に関する評価は、授業アンケートにより把握することとしました。

　授業アンケートについて、教職員を対象としたアンケートは予定していません。

検証は、制度の管理者である府教育委員会の責任において行うものであり、第三者機関の設置は考えていません。

　公正で客観的な評価を行うために、校長等に対しては育成者研修の場を通じて、平等の原則に則して評価を行うよう指導しているところであり、検証は制度管理者として必要な項目について行っている。

授業アンケートを活用した評価育成システムによる給与反映に関する項目
授業アンケートは、子どもたちによる授業の受止めを把握するために実施している。

　　授業アンケート結果が2.5点とは、否定的な回答が半数を占めているということであり、看過できる状態ではありません。そのため、その原因を把握した上で、適切な対応を講じる必要があり、2.5点以下を「特段に低い」としました。

　　一方、校内において他の大半の教員に比べて飛びぬけて高い値や低い値となっている教員にも着目する必要があることから、統計的手法による基準を活用した判定も行うこととしました。

評価結果を給与に反映させることに関する項目
　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施している。

　　評価結果の給与への反映については、平成１９年度から、前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当における勤務成績の判定に活用したところ。

　　また、平成２４年度からは、上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。

　自己申告票未提出者に対する「給与上の措置」については、システムにおける総合評価がないことから、昇給については「昇給しない」と定めているところ。

評価結果の給与反映に関する項目
　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施している。

　評価結果の給与への反映については、平成１９年度から、前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当における勤務成績の判定に活用したところ。

　　また、平成２４年度からは、上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。

　教職員の評価は、個々の教職員が設定した目標の達成状況及び職務遂行で発揮された能力を評価基準等に照らし絶対評価で行うもの。

　本システムの適正かつ円滑な運用・実施にあたり、評価者には、評価に関する理解を深め、評価・育成能力の向上を図るため、毎年度、複数回の研修を実施している。

評価結果の再任用職員の勤勉手当への反映に関する項目
　評価結果の再任用職員への勤勉手当への反映は、職員基本条例の趣旨を踏まえ、行っているもの。

分限条例に関する項目
　分限条例改正については、職員団体との協議を経て、平成２８年２月府議会に条例改正案を提出予定。

課業期間中の研修命令による教員の過重な業務負担の軽減を求める項目
　当該研修にあたっては、あらかじめ校長・准校長と協議し、授業等の業務に支障が生じないように日程及び研修時間を考慮し実施したところ。

　　今後も、教員の資質向上を図るため、府立学校各校の学校運営に配慮しつつ、研修の機会提供に努めていく。

府教委作成の補助教材等（上記「補完教材」及び「補助教材」）の使用による教員の過重な業務負担の軽減を求める項目
　府立高等学校においては、校長の権限と責任のもと、学校が教科書を選定し、教育委員会が採択してきました。今後も学校が適切な選定を行えるよう、府教育委員会として指導・助言に努めていく。

また、府教育委員会では、生徒に客観的かつ公正な資料に基づいて歴史の事実に関する理解を進めることが大切であると考えている。また、指導に当たっては、多面的・多角的に考察し、公正に判断する能力をはぐくむため、史実の認識や評価に慎重を期する必要があると考えている。

入試制度の変更による教職員の過重な業務負担の軽減を求める項目
　中長期的に安定した入学者選抜制度を構築する必要があるとの考えのもと、平成25年度以降、入学者選抜制度のあり方について府教育委員会として検討を重ねてきました。

　平成28年度以降の入学者選抜制度を改善するにあたり、公教育が果たすべき役割を踏まえて制度設計を行い、平成26年11月に「大阪府公立高等学校入学者選抜制度改善方針」として公表し、平成28年度以降の高等学校の入学者選抜制度については、５月下旬から７月中旬にかけて市町村教育委員会や中学校の校長及び進路指導担当者などに対して説明を行いました。また、６月末に府内公立中学校等の３年生全員に配付した「公立高等学校ガイド」の中に、「平成28年度大阪府公立高等学校入学者選抜の概要」を掲載し、新しい選抜制度について周知を図りました。

　７月26日には公立高校が一堂に会して開催した「大阪府公立高等学校進学フェア2016」において、入学者選抜制度について説明する時間を設け、10月中旬には実施要項について、市町村教育委員会や中学校等の進路指導担当者などを対象に説明会を行いました。今後とも、選抜に関わる事項について、市町村教育委員会、中学校等に対して、丁寧な説明に努めていく。

超勤実態調査、退勤スリットの問題点の検証等による労働条件改善を求める項目
　府教委では、平成24年10月から退勤スリットを実施したことを踏まえ、「勤務時間の適正な把握のための手続き等に関する要綱」を改正し、勤務時間管理者（校長）がスリットデータを活用し、時間外等実績を把握することとしたところ。

　　また、１月当たりの時間外等実績が80時間を超える者に対しては、ヒアリング等を実施し、必要に応じて、業務処理方法の改善に関する指導若しくは助言を行うこととしたところ。

　平成25年3月に策定した「教職員の業務負担軽減に関する報告書」に示されている「今後の取組み」について、教育委員会の関係課が、課題解決に向けた検討を行うとともに、引き続き、その進捗管理を行っていく。

講師賃金の引き上げ、給与改善に関する項目
　臨時的任用職員の待遇については、常勤職員と同様に「職員の給与に関する条例」等の規定に基づき、措置しているところであり、臨時講師については、平成26年度から教育職給料表１級の上限を引き上げる改善を行ったところ。

また、非常勤職員の待遇については、常勤職員に準じた賃金・報酬等の改定など、必要に応じて措置しているところ。

今後とも、府の財政状況等を踏まえつつ、国や他府県の状況等も見極めながら、適切な対応に努めていく。

土曜授業に伴う教職員の過重な業務負担軽減を図ることに関する項目
　府教育委員会としては、大阪府において円滑に土曜日等の授業を行うことができるよう、遵守すべき事項や手続き等を「土曜授業の実施にあたってのガイドライン」としてまとめ、平成26年８月に府立学校校長・准校長に通知しました。

　ガイドラインでは、「教職員が土曜授業に係る業務に従事する場合は、法令の定めによる週休日の振替又は勤務時間の割振り変更を確実に行うこと。」としています。

　　また、「各校において、学校や地域の実情、幼児・児童・生徒の負担を踏まえながら、土曜授業を実施する教育的意義、土曜授業を実施した場合の教育的効果を検討したうえで、計画を立てること。」とし、実施にあたっては、「予め週休日の振替等を行う日時を、当該土曜授業に係る業務に従事する全教職員に確認の上、勤務を命ずること。その際、特に、介護、育児等の配慮要件のある教職員については、当該教職員の事情に十分な配慮を行うこと。」としています。

教職員の部活指導の業務負担軽減を図ることに関する項目
　対外試合に伴う旅費については、生徒を引率して公式戦に参加する場合は、平日、週休日等を問わず、公務と同様に取り扱うこととし、 旅費の公費からの支給は可能です。

　課業期間、長期休業期間のいずれにおいても勤務時間内に部活動指導を行う場合は、原則として学校運営に支障が無い限り、公務と同様に扱うこととし、校外で活動を行う場合には、旅費は公費から支給されます。また、週休日等における部活動指導は、教員特殊業務手当の支給対象となっています。

　運動部に対して、「学校支援社会人等指導者活用事業」を実施し、平成27年度は、府立高等学校126校に302名の外部人材を派遣しており、スポーツ安全保険にも加入している。

　文化部活動に対しても「学校支援社会人等指導者活用事業」を実施し、平成２７年度は、府立高等学校１３５校に対して、２８７名の外部人材を派遣している。
　本府は、きわめて厳しい財政状況にありますが、本事業の趣旨の徹底を図り、活用内容を精査するともに、必要となる予算の確保に努めているところ。

　宿泊を伴う引率指導を含む教員特殊業務手当については、平成２７年４月より義務教育費国庫負担金の算定基準額を下回る手当額について、増額改定を行ったところ。

　　今後とも、国の動向や府の財政状況を踏まえつつ、適切な対応に努めていきたい。
　危機的な財政状況の中で教員の方にも我慢をお願いするという立場から、平成２０年８月に旅費条例の一部改正を行い、旅行雑費・日当の廃止及び宿泊料の食事代相当額の減額が実施されたところ。

　この改正は、教員はもとより警察官他すべての職員に適用されているものであり、ご要望にお応えすることは困難。　

介護、部活動等にかかわる自動車通勤の認定に関する項目
　教職員の自動車通勤については、校内における事故及び交通事故の防止、環境保全の観点等から、従来から自粛を求めるとともに、平成13年11月16日付け通知により、自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化に係る取扱いについて、各府立学校長あて通知しているところ。

自家用車等による出張に関する項目
原則として認められません。

　　緊急時の対応等、例外的な場合については、認められる場合があります。

パワハラに関する項目
昨年7月には、職場におけるハラスメントをなくすために、教育長メッセージ「ハラスメント０（ゼロ）に向けて」を発出したところ。
相談窓口については、校内の相談窓口以外に、府立学校の教職員に対しては教職員人事課の窓口、大阪府職員総合相談センター、府教育センターのハラスメント専門相談員による窓口があります。
府費負担教職員に対しては府教育センターのハラスメント専門相談員による窓口があります。
相談窓口では、相談者のプライバシーに十分配慮しながら、相談者の立場に立ち、受容・傾聴に心がけながら聞き取り等の調査を行い、パワー・ハラスメントの問題解決を迅速かつ
適切に行えるように努めているところ。
図書館業務による教員の過重な業務負担の軽減を求める項目
府教委においては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体制の基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイドライン」を策定し、すべての府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力のもとに、学校図書館機能の維持に努めているところ。

　退職あと実習教員削減代替としての非常勤職員制度の廃止に伴い、図書館を専任で担当する職員を配置することは困難。

　大阪府行財政計画（案）の中で、実習教員については、国標準を上回る定数を削減することとし定数削減を見込んだものであり、今後、退職あとを補充しないで削減していくものです。

府統一テストのための補習・講習による業務負担軽減を求める項目
　　今年度のチャレンジテスト（府統一テスト）については、本テスト結果を活用し、生徒の学力状況を把握・分析し、教育指導の改善を図るとともに、大阪府公立高等学校入学者選抜の調査書の評定の公平性の担保に資する資料を作成することを目的に、平成２８年１月１３日（水）に実施しました。

　　　昨年度は、本テスト結果をふまえ、各学校において、生徒の学習内容の定着状況に応じて丁寧な指導を行っていただいていることを、市町村教育委員会から伺っている。

　　　今年度についても、生徒の学力の向上に向け、本テストの結果を活用し、教育指導の改善につなげていただくようお願いする。
　　　平成24年８月に、公立高等学校入学者選抜の調査書評定に、「目標に準拠した評価、（いわゆる絶対評価）」を導入することを決定してから、各方面の御意見を伺いながら検討を行いました。

平成28年度入学者選抜については、全国学力・学習状況調査を調査書の評定における公平性の担保のための一つの方策として活用することとしましたが、文部科学省が平成29年度以降の選抜には活用を禁止したため、入学者選抜制度の安定性、継続性の観点から、制度は大きく変更しないこととし、「全国学力・学習状況調査」に替えて、中学３年生を対象に実施する独自の府内統一テストの結果を活用することとしました。

原発事故が発生した際の避難・健康対策など教職員の労働安全対策に関する項目
　 原子力災害の対応については、府危機管理室において「大阪府地域防災計画」を策定し、原子力災害の発生時及び拡大の防止など、大阪府、関係市町などの防災関係機関が講じるべき対策を定め、原子力防災対策の総合的かつ計画的な推進を図っているところ。

学校職場におけるアスベスト対策に関する項目
　府立学校施設に使用されているアスベスト含有建材の除去については、まず校舎に使用されているアスベスト含有吹付け材の除去を最優先に行うこととしている。自転車置き場に使用されているアスベスト含有建材の撤去についても、併せて改修すべく、今後の予算の確保に努めていく。

　府立学校への注意喚起については、「府立学校の施設に関するアスベスト管理マニュアル」をＨ２６年９月に改訂し、新たに生徒への注意喚起についての項目を加え、同年１０月に開催した「学校施設におけるアスベストの管理に関する説明会」において学校に周知し、適正な維持管理をお願いしました。

　自転車置き場で成形板を使用していることの公表については、他の府有施設でもアスベスト含有吹付け材を使用している施設のみを公表していることから、府立学校だけを公表することについては現時点では考えておりません。

アスベストに対する職員の健康管理方針に関する項目　
　金岡高校では、平成２６度から２７年度にかけて、事故当時の状況を把握するための検証実験を実施しました。
　　この実験の結果を踏まえて、現在、事故当時の状況について、「金岡高等学校アスベスト飛散事故に関する協議会」において検証を進めており、健康管理の方針については、検証結果が判明した後に、引き続き「金岡高等学校アスベスト飛散事故に関する協議会」において、専門家の意見を聴きながら協議していく予定です。

エレベーターの設置のない学校に対する方策による労働環境改善を求める項目
府立高校におけるエレベーターの設置については「大阪府福祉のまちづくり条例」の基準に適合するように、配慮を要する生徒のいる学校を優先しつつ、施設の状況を勘案して整備を進めており、今年度は４校で設置し、平成２７年度末現在で、１３８校中９４校で整備済みとなります。

　　また、平成２８年度につきましては、４校で設置工事を実施する予定です。

　なお、平成２８年度から概ね３年間で、府のファシリティマネジメント基本方針に基づく建物の劣化度調査をすべての府立学校で行うこととなっており、その調査結果をふまえ、今後のエレベーター設置校を決定することとなる予定です。

　なお、エレベーターが設置されていないために進学できないという事態が生じているという事例があるとのことですが、障害者差別解消法に示された「合理的配慮」の提供にあたっては、学校及び教育委員会が、体制面、財政面を勘案し、均衡を失した負担または過重な負担に当たるかを個別に判断することになっており、府の非常に厳しい財政状況を踏まえると、エレベーターの設置されていない学校があることで、直ちに合理的配慮の義務を否定することにはならないと考えます。
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